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第５章｜実現化方策（施策） 
 
 １ 基本的な考え方 

本計画の基本理念である「元気・安心・快適な暮らしを支える 将来にわたって持続可能な

『多極ネットワーク型集約都市』の形成」を実現するためには、都市機能誘導及び居住推奨、

そして公共交通ネットワークの構築に係る各種施策を総合的に展開する必要があります。 

そのため、関係部署の施策・事業との連携や国等の支援制度の活用を図りながら、以下の

誘導施策の設定方針を基に取り組んでいきます。 

 

 ２ 誘導施策の設定方針 

第２章で示した「都市づくりの基本方針」ごとに、居住及び都市機能の誘導等を行うため

の施策を以下のとおり整理します。 

図：都市づくりの基本方針と施策の相関 

方
針
１ 

県都にふさわしい風格と
にぎわいのある大分都心
拠点づくり 

 

方
針
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だれもが安心して暮ら
し続けることができる 
居住環境づくり 

 
方
針
４ 

交流とつながりをはぐ
くむ公共交通ネットワ
ークづくり 

方
針
２ 

地域特性を生かした個性
と魅力あふれる地区拠点
づくり 

 
 

居住推奨に係る施策 
公共交通ネットワーク 

の構築に係る施策  
①民間事業者による誘導施設

の整備に対する支援 
②都市機能の集積を促進する

都市基盤の整備 
③都心拠点及び地区拠点の活

性化 
④公的不動産の有効活用によ

る都市機能の整備 
 

①都市基盤の整備による市街
地の防災性・利便性向上 

②健康で暮らしやすい安全・
安心な住環境の整備 

③郊外型住宅団地等の地区特
性を生かしたまちづくりの
推進 

④ライフスタイルに応じた住
み替えの促進 

 

①すべての人が住み慣れた
場所で安心して生活でき
る公共交通の維持・活性化 

②風格とにぎわいのある都
市拠点や地域の特性を活
かした個性的で魅力ある
地区拠点の形成を支える
公共交通ネットワークの
構築 

③利用者のニーズに合った
効果的な公共交通ネット
ワークの構築 

④市民や来街者、だれもが分
かりやすく利用しやすい
公共交通の環境整備 

 

防災まちづくりに係る施策 
①【災害リスクの回避】災害時に被害が発生しないようにする

対策の推進 
②【災害リスクの低減】災害時にもハード・ソフトの両面から

被害を低減させる対策の推進 

都市機能誘導に係る施策 

方 

向 

性 
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（１）都市機能誘導に係る施策設定の考え方 

都市機能誘導区域においては、県都にふさわしい風格とにぎわいのある「大分都心拠点」

及び地域特性を生かした個性と魅力あふれる「地区拠点」の形成に向け、都市機能の誘導・

集約と併せて、魅力的で回遊性の高い都市空間の創出につながる施策が必要です。 

このため、都市基盤の整備に併せた、国等の各種支援制度を活用した必要な都市機能の立

地誘導を推進するとともに、市民の意向や地域の実情を反映した「地域まちづくりビジョン」

の提言内容を踏まえた施策を進めます。また、都市機能誘導区域内の公的不動産については、

市民ニーズを踏まえた有効活用及びマネジメントを推進します。 

 

方向性１:民間事業者による誘導施設の整備に対する支援 
方向性２:都市機能の集積を促進する都市基盤の整備 
方向性３:都心拠点及び地区拠点の活性化 
方向性４:公的不動産の有効活用による都市機能の整備 

 
（２）居住推奨に係る施策設定の考え方 

居住推奨区域においては、それぞれの地域の特性や将来的な人口密度、世代構成バランス

に配慮しながら持続可能な居住環境づくりを推進していくことが重要です。 

また、人口減少下においては居住推奨区域内の人口を維持するための施策を実施・継続す

ることが必要であり、生活サービス機能が集積した暮らしやすい居住環境の形成を図ること

が重要です。 

このため、居住を推奨するにあたっては、それぞれの地域の特性や課題に応じて、防災性・

利便性を高める都市の基盤整備、健康で暮らしやすい安全・安心な住環境の整備、人口減少・

少子高齢化が著しい郊外型住宅団地の活性化等の施策を進めます。また、空き家・空き地や

中古住宅等の活用により、ライフスタイルに応じた住み替えのできる環境整備を推進します。 

 

方向性１:都市基盤の整備による市街地の防災性・利便性向上 
方向性２:健康で暮らしやすい安全・安心な住環境の整備 
方向性３:郊外型住宅団地等の地区特性を生かしたまちづくりの推進 
方向性４:ライフスタイルに応じた住み替えの促進 
 

（３）公共交通ネットワークの構築に係る施策設定の考え方 

少子高齢化の進展や人口減少社会を迎えるなか、一定のエリアにおける居住推奨や都市機

能誘導と併せて、だれもが快適に移動できる公共交通ネットワークを構築し、持続可能な交

通体系の確立を図ることが重要です。 

このため、「大分市地域公共交通計画」と連携し、拠点間の公共交通ネットワークの構築や

各拠点へ向かう利便性の高い公共交通網の形成・充実に係る施策を進めます。 
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方向性１:すべての人が住み慣れた場所で安心して生活できる公共交通の維持・活性化 
方向性２:風格とにぎわいのある都市拠点や地域の特性を活かした個性的で魅力ある地 

区拠点の形成を支える公共交通ネットワークの構築 
方向性３:利用者のニーズに合った効果的な公共交通ネットワークの構築 
方向性４:市民や来街者、だれもが分かりやすく利用しやすい公共交通の環境整備 
 

（４）防災まちづくりに係る施策設定の考え方 

第 3 章の防災まちづくり方針を踏まえ、防災まちづくりに係る施策として、災害リスクの

回避や、災害リスクの低減を図るための取組を推進します。 

 

方向性１:【災害リスクの回避】 
災害時に被害が発生しないようにする対策の推進 

       ・土地利用対策の推進 
方向性２:【災害リスクの低減】 

災害時にもハード・ソフトの両面から被害を低減させる対策の推進 
 ・災害リスクの周知・啓発 
 ・治水対策の推進 
 ・災害に強い都市・住まいづくり 
 ・地域防災力の向上 
 ・避難対策の推進 
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３ 居住推奨区域の外側の区域における対応 
（１）居住推奨区域外の市街化区域 

居住推奨区域外の市街化区域である臨海工業地や内陸部の産業・研究施設地においては、

各種産業の集積及び低未利用地の有効活用を促進するとともに、住宅と工場の混在による住

環境の悪化を防止するため建物用途の純化を推進します。 

また、高齢者や子育て世代にとって健康で安全・安心な暮らしの確保や、山麓部などの災

害危険性の高い区域においては、災害情報を提供・周知するとともに、災害防止のための対

策を進めます。 

その他の区域においては、空き家や空き地を生かしたゆとりある住まいづくり、地域コミ

ュニティの維持・活性化、持続可能な公共交通ネットワークの形成により、これまでどおり

の暮らしやすい環境を維持します。 

 

（２）市街化調整区域 

市街化調整区域については、引き続き無秩序な市街地の拡大・拡散の抑制に努めるととも

に、自然環境や営農環境及び既存集落の適切な保全、持続可能な公共交通ネットワークの形

成に努めます。 

また、地区計画等を活用することにより、市民の意向や地域の特性に応じた、きめ細やか

なまちづくりを推進するとともに、地域の活力維持・増進に向けた土地利用のあり方の検討

を行います。 

 

（３）準都市計画区域・都市計画区域外 

準都市計画区域の佐賀関地区や都市計画区域外の野津原地区においては、「大分市都市計

画マスタープラン」において定めるまちづくりの方針に基づき、各地区拠点の活性化を図る

とともに、自然環境や営農環境及び既存集落の適切な保全、持続可能な公共交通ネットワー

クの形成に努めます。 

両地区においては、観光振興施策や空き家や空き地の有効活用、地域コミュニティの維持・

活性化などにより、地域の活力創生につながる取組を推進します。 

 

  



157 

 

４ 誘導施策 
（１）都市機能誘導に係る施策 

都市機能の誘導にあたっては、居住推奨に係る施策に加え、以下のような施策に取り組む

ことにより、魅力的な都心拠点及び地区拠点の形成を目指します。 

 

方向性１:民間事業者による誘導施設の整備に対する支援 

○民間事業者による誘導施設整備について、国の支援制度等の周知を図るとともに活用に対

する支援を検討します。 

○民間事業者による誘導施設整備に向けて、都市計画の変更等を検討します。 

 

方向性２:都市機能の集積を促進する都市基盤の整備 

○民間事業者による都市機能の整備を促進するため、道路・橋梁・河川・上下水道等の整備・

改修、既存施設の耐震化等を進めます。 

○各拠点においては、活力ある地区の形成に向けて土地の合理的かつ健全な高度利用と都市

機能の更新を促進するため、市街地再開発事業（末広町一丁目地区第一種市街地再開発事

業等）を推進します。 

○都市基盤の整備に併せ、魅力ある景観形成やエリアマネジメントの取組など、ハード・ソ

フトの施策を一体的に進め、質の高い都市空間の形成を進めます。 

 

方向性３:都心拠点及び地区拠点の活性化 

○「第４期大分市中心市街地活性化基本計画」との連携を図り、既存商店街との連携のもと、

中心市街地のにぎわい向上に資するハード・ソフトの施策を一体的に進め、多様な都市機

能の集積・強化を図ります。 

○各拠点における回遊性・滞留性向上のため、快適な歩行空間や案内サインの整備、市民の

交流の場となる広場や公園・緑地などの整備を推進します。 

○各拠点の歴史・文化や地域資源を生かしたまちづくりに向けて、「地域まちづくりビジョ

ン」の提言内容を踏まえ、地区の特性に応じたまちなみ再生や住環境整備を推進します。 

○都市機能誘導区域内の空き家・空き地等の低未利用地について、福祉や地域コミュニティ

の拠点として活用するための支援を行います。 

 
方向性４:公的不動産の有効活用による都市機能の整備 

○「大分市公共施設等総合管理計画」との連携を図り、公共施設の複合化・多機能化・統廃

合等を進めるとともに、廃止となった誘導区域内の公共施設跡地については、公共や民間

による誘導施設整備の事業用地として有効活用を進めます。 

○大分駅周辺の公有地においては、鉄道、路線バス、タクシーなどの公共交通の円滑な乗り

継ぎ環境の形成に向けたバスターミナルの整備や民間施設との複合化による有効活用を

検討します。 
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○統廃合された学校の未利用地や未利用施設などの公的不動産について、民間活力の導入を

見据えながら、各種施設整備の事業用地として有効活用を検討します。 

 

（２）居住推奨に係る施策 

方向性１:都市基盤の整備による市街地の防災性・利便性向上 

○だれもが安全・安心で快適に暮らせる市街地環境の創出に向けて、道路・橋梁・河川・上

下水道等の必要な整備・改修、既存施設の耐震化等を進めます。 

○各拠点においては、活力ある地区の形成に向けて都市機能の更新とともに都市型住宅の供

給によるまちなか居住を促進するため、市街地再開発事業（末広町一丁目地区第一種市街

地再開発事業等）を推進します。 

○密集市街地や狭隘道路が多数存在するなど防災上や居住環境上問題を抱える地区におい

て、住環境整備事業などによる安全・安心・快適な市街地への改善を推進します。 

〇歩行者や自転車利用者が安全で円滑な通行利用を行うことができるよう、歩道等の新設や

改良等の整備を推進します。 

 
方向性２:健康で暮らしやすい安全・安心な住環境の整備 

○少子高齢化が急速に進むなか、高齢になっても地域で健康に暮らせる社会を実現するため、

歩行空間の整備とともに、公園・緑地などのオープンスペースの確保を図り、歩いて暮ら

せるまちづくりを推進します。 

○自転車走行空間ネットワーク整備計画との連携を図り、安全・快適な自転車走行空間のネ

ットワーク整備を推進します。 

○「大分市高齢者福祉計画及び第８期大分市介護保険事業計画（おおいた市地域包括ケアシ

ステム推進プラン）」との連携を図り、高齢者が住みなれた地域で安心して暮らすことがで

きる社会の実現に向け、「地域包括ケアシステム」の構築・推進に努めます。 

○高齢者や障がい者など、だれもが歩行または公共交通を利用してどこへでも円滑に移動が

できるバリアフリー環境整備を推進します。 

〇鉄道駅周辺について、人口密度の維持を図っていく観点から、既存の都市機能の活用や、

生活サービス機能・交通結節機能の維持・強化を図ります。 

 
方向性３:郊外型住宅団地等の地区特性を生かしたまちづくりの推進 

○今後さらなる人口減少及び少子高齢化が見込まれる郊外部の住宅団地の維持・再生に取り

組みます。 

○それぞれの地区の特徴や課題に応じた住環境の保全や形成を目的とした地区計画等の活

用による、地区特性に応じた住民主体のまちづくりを支援します。 

○各拠点の歴史・文化や地域資源を生かしたまちづくりに向けて、「地域まちづくりビジョ

ン」の提言内容を踏まえ、地区の特性に応じたまちなみ再生や住環境整備を推進します。 
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方向性４:ライフスタイルに応じた住み替えの促進 

○大分市空き家等相談会等を通じ、「大分市住み替え情報バンク」制度のさらなる充実を図

り、ライフスタイルに応じた住み替えを促進します。 

○「空家等対策計画」との連携を図り、既存住宅の改修等による有効活用を促進します。 

○スマートウェルネス住宅等に関する制度を活用しながら、サービス付き高齢者向け住宅の

供給や高齢者生活支援施設、子育て支援施設等の住環境整備を推進します。 

 

（３）公共交通ネットワークの構築に係る施策 

公共交通に関する施策については、「大分市地域公共交通計画」の「６－４ 目標を達成す

るために行う取組の全体像」に以下のとおり定められていることから、本計画における公共

交通ネットワークの構築に掲げる施策は同様のものとします。 

図：大分市地域公共交通計画 実施する事業など 
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５ 防災まちづくりに係る施策 

（１）具体的な取組とスケジュール 

防災まちづくり方針を踏まえ、ハード・ソフトの両面から災害リスクの回避・低減に必要な具体的な取組を設定します。また、取組の実施にあたっては、目標年次に至るまでの短期（おおむね 5 年程度）、中期（お

おむね 10 年程度）、長期（おおむね 20 年程度）のスケジュールについても設定します。 

 

1）災害リスクの回避 

 

２）災害リスクの低減 

知る 

備える  
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備える  

備える  
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備える  

備える  
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逃れる  
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（２）各地区における取組 

具体的な取組を踏まえ、災害別の取組方針を各地区別に整理します。 

１）大分地区 

  

 

  

 

   

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

２）大分地区東部・明野地区 
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３）鶴崎地区北部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）大在・坂ノ市地区 
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５）稙田地区西部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６）稙田地区東部 
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７）大南地区 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８）鶴崎地区南部 
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９）佐賀関地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10）野津原地区 
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６ 中心市街地における駐車場整備・配置に関する計画 
（１）中心市街地の駐車場の状況 

本市の中心市街地は、モータリゼーションの進展や自動車保有台数の増加などの影響によ

って自動車交通量が集中したことにより、民間駐車場が数多く設置されました。また、建替

え時期を迎える建物が立地する土地を一時的に活用するため駐車場として整備されるケー

スも多く、中心市街地には数多くのコインパーキングが見受けられます。 

201８（平成 30）年度に実施した大分駅周辺中心市街地の駐車場実態調査では、駐車需

給バランスにおいて既に供給過多となっている状況が確認されています。 

 

（２）駐車場に関する取組 
○「建築物における駐車施設の附置等に関する条例」の改正 

中心市街地において、供給過多となった駐車場は都市拠点の形成を阻害する要因となる

ケースもあり、中心市街地のにぎわい喪失につながる可能性もあります。 

そのため、駐車場の適正な規模や配置に関する検討を行い、まちづくりと連携した建築

物の新築や建替の促進を図るため、2021（令和 3）年に「建築物における駐車施設の附

置等に関する条例」の改正を行い、駐車場の台数や駐車場までの距離に関する基準を緩和

しました。 

○都市計画駐車場の見直し 

都市計画駐車場は、中心市街地への自動車交通の集中による交通混雑を緩和し、都市の

経済活動への損失を防ぐための交通対策として整備されるものです。本市では、県庁に隣

接する大手町駐車場が唯一の都市計画駐車場として整備されていましたが、大手町駐車場

周辺地区では、駐車場需給バランスが供給過多となっている状況でした。 

そこで、駐車場の利用ニーズに応じた柔軟な駐車場経営を図るため、2019（平成 31）

年に大手町駐車場を廃止し、新たに大手町第二駐車場の都市計画決定を行い、都市計画駐

車場の位置や必要台数の変更を行いました。 

 

（３）課題と今後の取組方針 

中心市街地においては、全体としての駐車場需給バランスは供給過多となっていますが、

個々の土地や施設における駐車場の課題が発生しています。 

駐車場については、都市再生特別措置法第 81 条第 5 項の規定に基づき、立地適正化計画

に「駐車場配置適正化区域」「路外駐車場配置等基準」「集約駐車施設」を記載することが可

能となっています。今後は量的な駐車場確保から駐車場の配置や質的な向上など高質化に向

けて、中心市街地の活性化施策との連携や関係機関との協議を行い、駐車場整備・配置に関

する検討を進めていくことが必要です。 
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７ 居住調整地域の指定に関する検討 

居住推奨区域外の市街化区域のうち、山麓部などの災害リスクの高い区域等においては、

今後の住宅地化を抑制するため、防災まちづくり方針や災害ハザード情報等を踏まえ、都市

計画法第 8 条に基づく地域地区の１つである「居住調整地域」の指定について検討を進めて

いきます。 

居住調整地域は、立地適正化計画の区域のうち、区域区分が定められている場合には、市

街化区域内であり、かつ、居住推奨区域外の区域において定めることができるとされていま

す。 

居住調整地域においては、以下の行為を行おうとする場合には、居住調整地域を市街化調

整区域とみなして開発許可制度が適用されることとなります。 

 

 

 


